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「使用料・手数料の設定基準（案）」に対する意見募集の結果について 

１ 概要 

市が設置している公の施設の使用料や、市が提供している行政サービスの手数料の額については、

「コストの見える化」を図るとともに、そのコストに対して公費（税金）を充てる範囲と受益者

（利用者）が負担する範囲を明確にし、利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保す

ることが重要です。 

こうしたことから、原価計算の対象や受益者負担と公費負担の割合の考え方などを「使用料・手

数料の設定基準（案）」として取りまとめ、市民の皆様に御報告するとともに、広く意見を募集し

ました。 

その結果、３通（意見総数８件）の意見がありました。寄せられた意見の内容及び意見に対する

本市の考え方は次のとおりです。 

２ 意見募集の概要 

題 名 使用料・手数料の設定基準（案） 

意見の募集期間 平成26年 6月 2日(月)から 7月 1日(火)まで(30日間) 

意見の提出方法 電子メール、ファックス、郵送、持参 

募集の周知方法 ・川崎市ホームページへの掲載 

・市政だより（6月 1日号）への掲載 

・概要版及び案の閲覧 

区役所、かわさき情報プラザ（川崎市役所第3庁舎2階）及び 

財政局財政部財政課（川崎市役所本庁舎北館3階）等 

・概要版の配布 

区役所、支所、出張所、かわさき情報プラザ、市民館・図書館 

結果の公表方法 ・川崎市ホームページへの掲載 

・概要版及び本編の閲覧 

区役所、かわさき情報プラザ（川崎市役所第3庁舎2階）及び 

財政局財政部財政課（川崎市役所本庁舎北館3階）等 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） 3通 （8件） 

電 子 メ ー ル 0通 （0件） 

フ ァ ッ ク ス 1通 （3件） 

郵 送 1通 （2件） 

持 参 1通 （3件） 

資料 １ 
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４ 御意見の内容と対応 

パブリックコメントの結果、おおむね「使用料・手数料の設定基準（案）」の趣旨に沿ったもの、

今後の取組の中で参考とするものでした。なお、その後の検討でより分かりやすい表現となるよう

一部の文言を修正し、「使用料・手数料の設定基準」を策定してまいります。 

(1) 御意見に対する対応区分 

Ａ：御意見の趣旨を踏まえ、当初案を修正するもの 

Ｂ：御意見の趣旨が案に沿ったものであり、意見を踏まえ取組を推進するもの 

Ｃ：今後の取組を進めていく中で参考とするもの 

Ｄ：案に対する質問・要望であり、案の内容を説明・確認するもの 

Ｅ：その他 

(2) 御意見の件数と対応区分 

項  目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

ア 「使用料・手数料の設定基準（案）」 

全体について 
 ２    ２ 

イ 原価及び使用料等の算定方法について   ４ １  ５ 

ウ 使用料等の見直しについて   １   １ 

合  計  ２ ５ １  ８ 

(3) 具体的な御意見の内容と本市の考え方 

ア 「使用料・手数料の設定基準（案）」全体について 

No. 意見要旨 本市の考え方 区分 

1 施設利用者とそれ以外の人との

公平を図るために、使用料・手数

料の設定を見直すことは良いこ

と。 

この基準に基づき、継続して「受益と負

担の適正化」に取り組んでまいります。 

Ｂ 

2 設定基準を、明示して定めるこ

とは「受益者負担」の観点から正

しい。 

この基準により「受益と負担の適正化」

の基準を市民の皆様へ明らかにして、説明

責任を果たしてまいります。また、継続し

て「受益と負担の適正化」に取り組んでま

いります。 

Ｂ 
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イ 原価及び使用料等の算定方法について 

No. 意見要旨 本市の考え方 区分 

1 イニシャルコストは考慮する必

要はない。施設取得費やシステム

導入経費は、減価償却費として毎

年度ランニングコストとして把握

すれば十分。 

使用料等の設定にあたっては、「コスト

の見える化」を図ること、利用する方とし

ない方との負担の公平性・公正性を確保す

ることが重要と考えております。 

また、この基準（案）では、施設の耐用

年数やシステムの運用予定年数で除した額

を「減価償却費相当額」として算出するこ

ととしております。 

なお、原価の算定にあたっては、基本的

にイニシャルコストを含めることといたし

ますが、当該公の施設の法的位置付けや性

質、受益者の範囲などにより「市民全体の

財産」となり得る場合には、公費負担の対

象とする（受益者負担の対象としない）こ

ととしています。 

Ｃ 

2 用地取得費は、もともと市有地

のケースと新たに取得したケース

とで差をつけることは合理的では

ない。また、土地は将来売却可能

である。 

原価とその受益者負担の割合は、法令等

に定める公の施設ごと、行政サービスごと

に算定するなど、今後の具体的な使用料等

の設定にあたって御意見のような矛盾が生

じないよう、十分に検討してまいります。 

Ｃ 

3 ランニングコストを基に算出す

ることは、特に変動幅が大きい物

件費の変動により、価格が変動す

ることになる。その結果、条例改

正手続に要する業務量の増大によ

り、結果として人件費のコストが

増大するのではないか。 

また、条例改正手続に時間を要

するため、リアルタイムの価格改

定ができなくなるのではないか。 

原価の算定は適宜、取り組んでまいりま

すが、使用料・手数料の改定を含めた見直

しにつきましては、大幅な原価の変動によ

って公平性・公正性が損なわれる場合を除

いて、おおむね４年ごとに検討すること

で、効率的・効果的に取組を進めてまいり

ます。 

Ｄ 
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No. 意見要旨 本市の考え方 区分 

4 適正な原価計算に基づき施設の

使用料等を見直すという主旨だ

が、原価は「適正」なのか。非効

率的な施設運営の下での「適正で

ない」原価に基づき設定するとす

れば、施設使用料は大幅な値上げ

を余儀なくされるため、本末転倒

である。 

原価の適正化に向けて引き続きコストの

縮減に取り組むとともに、原価計算の結果

につきましては、「コストの見える化」の

取組を通じて市民の皆様に明らかにしてま

いります。 

Ｃ 

5 使い勝手の悪い古い施設ほど修

繕が積み増され使用料が高くなる

一方で、使い勝手の良い新しい施

設ほど使用料が安くなるという矛

盾が生じないか。 

原価とその受益者負担の割合は、法令等

に定める公の施設ごと、行政サービスごと

に算定するなど、今後の具体的な使用料等

の設定にあたって御意見のような矛盾が生

じないよう、十分に検討してまいります。 

Ｃ 

ウ 使用料等の見直しについて 

No. 意見要旨 本市の考え方 区分 

1 厳しい財政状況の中での必要な

取組であると認識しているが、単

純な足し算と割り算による使用料

設定ではなく、施設を利用する市

民の顔を思い浮かべながら使用料

設定をお願いしたい。 

使用料等の設定にあたっては、民間や周

辺自治体の同種・類似の使用料・手数料と

の均衡を考慮するほか、改定や新規設定に

あたっての経過措置を設けるなど、丁寧に

取組を進めてまいります。 

いずれにいたしましても、「コストの見

える化」を図り、市民の皆様への説明責任

を果たすことができるよう取組を進めてま

いります。 

Ｃ 



使用料・手数料の設定基準 

平成26年 7月 

川 崎 市

資料 ２ 
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１ 「受益と負担の適正化」の基本的な考え方 

市が提供している公の施設の維持管理・運営や行政サービスは、道路や公園の適切な

維持管理などのように、ほとんどの市民の日常生活に必要で、かつ、民間では類似のサ

ービスが提供されていないものから、スポーツ施設の管理運営などのように、主として

一定の利用者がその便益を受け、かつ、民間でも類似のサービスが提供されているもの

まで多岐にわたります。 

市が提供する公共サービスのコストは基本的に、市民の皆様が「納税」という形で負

担をしていますが、公の施設の利用や、証明書の交付、営業許可手続きなどについては、

市民の皆様が受けるサービスに相違があることから、これまでも「受益者負担の原則」

に基づき、使用料・手数料という形で、その費用の一部を利用者の皆様に負担していた

だいています。 

こうした使用料・手数料の額はこれまで、他の自治体との比較や本市類似施設との均

衡などを勘案しつつ、施設の新設や改築、行政サービスの内容の変更の際に、行財政改

革の「受益と負担の適正化」の取組の中で個別に検討し、設定してきましたが、近年、

指定管理者制度の導入、行政サービスへの民間部門の活用範囲の拡大、ＯＡ化の進展な

どによるコストの減や、電気代や燃料費などの増嵩、平成 26 年 4 月からの消費税（地

方消費税を含む。以下同じ。）率の引き上げによるコストの増などの動きが生じていま

す。 

こうしたことから、行政サービスのコストについて、改めて市民の皆様にお示しする

とともに、継続したコストの縮減努力を前提としつつ使用料・手数料に適切に反映し、

「受益と負担の適正化」を図る必要があります。 
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２ 基準の必要性 

使用料・手数料を設定するにあたっては、「コストの見える化」を図るとともに、公

共部門と民間部門との役割分担（公共関与の必要性）や、民間における同種・類似サー

ビスの提供の状況、本市が進める様々な施策との整合性などを踏まえて適切な水準を設

定する必要があります。 

また、公費（税金）を充てる範囲と受益者が負担すべき範囲を明確にすることで、利

用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保するとともに、「受益と負担の適

正化」を図ることが重要です。 

こうしたことから、公の施設の維持管理・運営や行政サービスに関する「コストの見

える化」を進めるとともに、使用料・手数料について、利用する方としない方との負担

の公平性・公正性を確保するため、原価の算定方法や、その原価に対する受益者負担と

公費負担の割合の考え方などを明らかにした「使用料・手数料の設定基準」を策定する

ものです。 
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３ 使用料・手数料の原価算定の対象経費と算出 

(1) 対象経費 

公の施設の維持管理・運営や証明書の交付などの行政サービスに係る経費には、

人件費、光熱水費、施設・設備の保守費や修繕費などの「ランニングコスト」と、施

設の建設やシステム導入などの「イニシャルコスト」（建設に市債を充てている場合

は、後年度の市債の償還費を含む。）があります。 

【原価算定の対象経費】 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

公の施設の管理運営に 

係る経費 

行政サービスの提供に 

係る経費 

人件費 
受付、使用料の徴収、保守点検等の事務など、

通常の施設運営に係る人件費 

物件費等 

光熱水費、施設・設備の保守点検委託料、施

設・設備の修繕費、消耗品・備品購入費、通信

運搬費など、通常の施設運営に係る物件費等 

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

用地に係る経費 公の施設の用地に係る経費 

施設の建設（取得）に 

係る経費 
公の施設の建設（取得）に要した経費 

システム導入に係る 

経費 
システム導入に要した経費 

※次のような経費は原価算定の対象外とします。 

ア 通常の施設利用以外に開催された教室やセミナー、講座の経費など、特定の個人の便益に要

した経費のように、受益者から必要に応じて徴収するべき経費 

イ 災害等により生じた災害の復旧や避難所としての活用など、公の施設本来の設置目的と異な

る一時的な経費 



4 

(2) 算出 

ア 算出の単位 

原価の算出の単位は、法令等に定める公の施設ごと、行政サービスごとに算出

することとします。これは、例えば公の施設内の会議室やホールなどの個々の設

備は多種多様であり、それぞれの設備ごとに原価計算を行うことは、人件費や光

熱水費の算定が非常に困難であることによるものです。 

イ ランニングコスト 

ランニングコストの算出は、原価算定対象経費の決算額を基本とし、改定後の

使用料・手数料が適用される日に予定されている制度改正、例えば消費税率の引

き上げによる経費増などは原価に適切に反映することとします。 

ウ イニシャルコスト 

イニシャルコストの算出は、算出時点での公の施設の用地に係る経費の額及び

公の施設の建設（取得）に要した経費を施設の耐用年数で除した額（＝減価償却

費相当額）とします。 

また、システム導入に係る経費については、当該導入に要した経費を、システ

ムの運用予定年数で除した額とします。 

なお、原価の算定にあたっては、基本的にイニシャルコストを含めることとし

ますが、当該公の施設の法的位置付けや性質、受益者の範囲などにより、当該公

の施設が「市民全体の財産であり、誰もが利用することができ、受益者となり得

る」場合には、イニシャルコストを公費負担の対象とし、原価に含めないことと

します。 
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４ 受益者負担と公費負担の割合 

(1) 公の施設の使用料 

施設の性格や、その施設で提供しているサービスの内容に応じて、次のような要

素をもとに「標準的な負担割合」を決定します。 

ア 基礎的・選択的・・・公共関与の必要性 

・「基礎的」・・・日常生活においてほとんどの市民に必要とされるサービスであ

り、年齢や性別、住所地を問わず、広く提供されるべきサービス 

・「選択的」・・・そのサービスを通じて市民生活に潤いや活力が生じ、あるいは

余暇活動の選択肢として利用するサービス。市民一人ひとりによってサービス

の必要性が大きく異なるもの。 

イ 市場的・非市場的・・・収益性 

・「市場的」・・・民間においても同種・類似のサービスが提供されるもの 

・「非市場的」・・・民間においては同種・類似のサービスが提供されにくく、主

として行政が提供するもの 
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【標準的な受益者負担の考え方】 

公共関与の必要性や収益性は、公の施設の中の会議室やホールといった部分ご

とに判断するものではなく、公の施設全体の性質、法や条例に規定された公の施

設の設置目的に沿って判断することを基本とします。 

※ 公の施設の性質から「受益者負担 0％」となる施設であっても、特定の個人の便益に要し

た経費として原価算定の対象外とした経費については、受益者負担を適切に求めることとし

ます。（３ページ参照） 

(2) 行政サービスの手数料 

手数料については、「必要な市民の求めに応じて行う」事務の対価という性質から、

原価算定対象経費の全額を受益者（申請者）の負担とします。 
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５ 具体的な使用料・手数料の設定 

(1) 原価算定・受益者負担の使用料・手数料への反映 

原価とその受益者負担の割合は、法令等に定める公の施設ごと、行政サービスご

とに算定していますが、使用料・手数料の体系への具体的な反映にあたっては、受益

者負担とした原価分全額をその体系の中で適切に転嫁することとします。 

算定例は次のようなケースが考えられますが、それぞれ状況が異なることから、

公の施設ごと、行政サービスごとに検討します。 

なお、減免措置に係る使用料・手数料の減分については、減免措置を行わなかっ

たものとして算定します。 

【算定方法の例】 

ア 博物館や美術館、プール等、利用者数が明らかであり、１人当りの使用料が算定

できる場合 

１人当たりの使用料：原価×受益者負担割合÷利用者数 

※ 利用者の年齢や利用方法によって使用料を設定する場合には、原価分

全額が使用料の総額に適切に転嫁できていることが基本とします。 

※ 利用者数の中には減免措置を行った利用者数も含まれます。

イ 市民館等の会議室やホール等、貸室の利用の場合 

１室当たりの使用料： 

原価×受益者負担割合（受益者負担とした原価分） 

÷貸室全体面積÷年間開館時間＝１㎡当たりの使用料 

１㎡当たりの使用料×利用面積×利用時間 

※ 使用料の総額と受益者負担とした原価分とが一致することを基本とし

て、貸室の性質（会議室・ホール・音楽室・視聴覚室・調理室など）や

利用時間帯、利用率により、それぞれの貸室の使用料設定に差異を設け

ることもあります。
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(2) 別の基準がすでに設定されている使用料・手数料 

次のような場合には、それぞれ定められた基準にしたがって使用料・手数料を設

定することとします。 

ア 法令等により、公の施設や行政サービスの使用料・手数料の基準が定められてい

る場合 

イ 国や県、周辺自治体との協定等により、同種の公の施設や行政サービスの使用

料・手数料の算定方法や受益者負担の割合が定められている場合 

【例１】公営住宅、障害者（児）通所施設、高等学校などの使用料 

【例２】手数料等の標準に関する政令に規定されている手数料 

※ 上記の例１・例２は、法令等の規定等により、使用料・手数料設定にあたって本市に裁量の

余地がないものを指しています。したがって、「近傍同種施設の使用料」、「類似の行政サービ

ス」という理由は該当しません。 
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６ 使用料・手数料の減免措置 

使用料・手数料については、それぞれの公の施設や行政サービスごとに、一定の行政

目的の達成などのために減免措置が必要な場合があり、現行においても、条例や規則の

規定に減免となる場合を定め、減免の取扱を行っているところです。 

減免措置あくまで受益者負担の例外であり、例外が際限なく広がることは、「受益と

負担の適正化」に反することとなりますので、減免の取扱が際限なく広がることがない

よう、公の施設や行政サービスの性格と、減免の対象となる場合とを十分に検討し、適

切に見直しを行うこととします。 

【現行の減免措置の設定例】 

市

民

館

●市民館使用規則 

（使用料の減免） 
第７条 委員会は次の各号の一に該当する場合は、市民館の施設及び設備の使用料の５割相当額
を減額する。 
(1) 市がその事務事業のために使用するとき。 
(2) 国又は他の地方公共団体がその事業のために使用するとき。 
(3) 市が構成員となっている協議会、研究会等が主催する行事等のために使用するとき。 
(4) 市が指導育成を行うことを必要とする団体が、その目的のために使用するとき。 

２ 委員会は、前項の規定によるほか、施設及び設備の使用料の減免について特に必要がある場
合は、別にこれを決定する。 

ス

ポ

ー

ツ

セ

ン

タ

ー

●スポーツセンター条例施行規則 

（利用料金の減免） 
第 10 条 条例第 14 条の規定により、指定管理者が利用料金を減額し、又は免除する場合及びそ
の額は、次のとおりとする。 
(1) 国又は地方公共団体が、公用又は公益事業の用に供するために利用する場合 利用料金の
５割相当額（10円未満の端数は、切り捨てる。） 
(2) 指導育成を行う必要があると市が認める団体が、その目的のために利用する場合 利用料
金の５割相当額（10円未満の端数は、切り捨てる。） 
(3) 市内に居住する障害者（身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項に規
定する身体障害者手帳の交付を受けている者、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 12
条第１項に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第９条第６
項に規定する知的障害者更生相談所の判定により知的障害者とされた者、精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 45 条第２項に規定する精神障害者保
健福祉手帳の交付を受けている者その他これらと同程度の障害を有すると認められる者をい
う。）が個人利用する場合 利用料金の全額 

２ 指定管理者は、前項の規定によるほか、市長が特別の理由があると認めるときは、利用料金
を減額し、又は免除することができる。 

手

数

料

●手数料条例 

第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、手数料を減額し、又は免除することができる。 
(1) 官公署からの請求によるとき。 
(2) 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）による保護を受けている者からの請求によると
き。 
(3) その他市長が減額又は免除を適当と認めるとき。 
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７ 民間や周辺自治体の同種・類似の使用料・手数料との均衡 

使用料・手数料の改定にあたっては、原則、受益者負担とした原価分全額を使用料・

手数料の体系の中で適切に転嫁することとしますが、改定後の使用料・手数料が、民間

や周辺自治体の同種・類似使用料・手数料に比べ著しく高額となり利用率が低下するよ

うな場合や、著しく低額となり民間の営利事業を圧迫する場合など、他の類似の使用

料・手数料との均衡を失する場合には、改定額を調整することとします。 

なお、均衡を図ることとして調整した使用料・手数料については、引き続き検証を続

け、「受益と負担の適正化」の観点から適切に見直しを図ることとします。 

８ 改定・新規設定に係る経過措置 

使用料・手数料の改定にあたって、次のような場合には経過措置により改定額を調整

することとします。また、使用料・手数料を新たに設定する場合にも同様に調整できる

こととします。 

なお、経過措置により調整した使用料・手数料については、引き続き検証を続け、原

価算定対象経費の縮減努力を継続した上で、それでもなお必要な場合には使用料・手数

料を段階的に引き上げるなど、「受益と負担の適正化」の観点から適切に見直しを図る

こととします。 

【経過措置の内容】 

 基  準 

(1) 改定前の使用料・手数料に比べ大幅

な増額が生じる場合 

改定前の使用料・手数料の 1.5 倍を超えない額 

(2) 民間の類似事業や近傍自治体の同

種・類似の施設・行政サービスの使用

料・手数料を大幅に上回る場合 

基準に基づく使用料・手数料の額の 1/2 を下回ら

ない額 
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９ 利用料金制施設 

公の施設のうち、指定管理者制度による利用料金制を採っている施設について、この

基準により定める使用料は、指定管理者が設定する利用料金ではなく、条例等に設定す

る上限額となります。 

なお、既に指定管理者と協定を締結している施設については、条例等に定める上限額

の見直しとともに、利用料金の設定について見直しを行う必要があります。 

それにあたっては、指定管理者制度は「公の施設の設置の目的を効果的に達成するた

め」（地方自治法第 244 条の２第 3 項）のものであることを踏まえ、指定管理料は原価

算定と受益者負担割合によって算定された公費負担相当額、条例等の規定に基づく減免

措置分及び使用料の改定に伴う経過措置分の合計額であることを前提として条例等で使

用料の上限額を設定する必要があります。 

10 継続した見直しの取組 

公の施設や行政サービスに係る原価は、コスト削減の取組や、利用者数の推移などの

施設の運営状況、物価の変動、税制改正などの動向により変動していきます。 

使用料・手数料については、コストの縮減努力を前提としつつ、「受益と負担の適正

化」の観点から継続した見直しが必要です。 

したがって、原価算定については適宜行うこととし、使用料・手数料の改定を含めた

見直しについては、大幅な原価の変動による場合などを除き、おおむね４年ごとに検討

していくこととします。 



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

1 

１ 「受益と負担の適正化」の基本的な考え方 

（中略） 

こうした使用料・手数料の額はこれまで、他の自治体との比較や本市類似施設と

の均衡などを勘案しつつ、施設の新設や改築、行政サービスの内容の変更の際に、

行財政改革の「受益と負担の適正化」の取組の中で個別に検討し、設定してきまし

たが、近年、指定管理者制度の導入、行政サービスへの民間部門の活用範囲の拡大、

ＯＡ化の進展などによるコストの減や、電気代や燃料費などの増嵩、平成 26 年 4

月からの消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）率の引き上げによるコストの増

などの動きが生じています。 

こうしたことから、行政サービスのコストについて、改めて市民の皆様にお示し

するとともに、継続したコストの縮減努力を前提としつつ使用料・手数料に適切に

反映し、「受益と負担の適正化」を図る必要があります。 

１ 「受益と負担の適正化」の基本的な考え方 

（中略） 

こうした使用料・手数料の額はこれまで、他の自治体との比較や本市類似施設と

の均衡などを勘案しつつ、施設の新設や改築、行政サービスの内容の変更の際に、

行財政改革の「受益と負担の適正化」の取組の中で個別に検討し、設定してきまし

たが、指定管理者制度の導入、行政サービスへの民間部門の活用範囲の拡大、ＯＡ

化の進展などによるコストの減や、電気代や燃料費などの増嵩、平成 26 年 4 月か

らの消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）率の引き上げによるコストの増など

の動きがあることから、こうしたコストについても使用料・手数料に適切に反映し、

「受益と負担の適正化」を図る必要があります。 

資料　３



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

2 

２ 基準の必要性 

使用料・手数料を設定するにあたっては、「コストの見える化」を図るとともに、

公共部門と民間部門との役割分担（公共関与の必要性）や、民間における同種・類

似サービスの提供の状況、本市が進める様々な施策との整合性などを踏まえて適切

な水準を設定する必要があります。 

（中略） 

こうしたことから、公の施設の維持管理・運営や行政サービスに関する「コスト

の見える化」を進めるとともに、使用料・手数料について、利用する方としない方

との負担の公平性・公正性を確保するため、原価の算定方法や、その原価に対する

受益者負担と公費負担の割合の考え方などを明らかにした「使用料・手数料の設定

基準」を策定するものです。 

２ 基準の必要性 

使用料・手数料を設定するにあたっては、公共部門と民間部門との役割分担（公

共関与の必要性）や、民間における同種・類似サービスの提供の状況、本市が進め

る様々な施策との整合性などを踏まえて適切な水準を設定する必要があります。 

（中略） 

こうしたことから、公の施設の維持管理・運営や行政サービスに関する使用料・

手数料について、利用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保するため、

原価の算定方法や、その原価に対する受益者負担と公費負担の割合の考え方などを

明らかにした「使用料・手数料の設定基準」を策定するものです。 



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

3 

３ 使用料・手数料の原価算定の対象経費と算出 

(1) 対象経費 

公の施設の維持管理・運営や証明書の交付などの行政サービスに係る経費に

は、人件費、光熱水費、施設・設備の保守費や修繕費などの「ランニングコスト」

と、施設の建設やシステム導入などの「イニシャルコスト」（建設に市債を充て

ている場合は、後年度の市債の償還費を含む。）があります。 

【原価算定の対象経費】 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

公の施設の管理

運営に係る経費 

行政サービスの

提供に係る経費 

人件費 

受付、使用料の徴収、保守点検等

の事務など、通常の施設運営に係

る人件費 

物件費等 

光熱水費、施設・設備の保守点検

委託料、施設・設備の修繕費、消

耗品・備品購入費、通信運搬費な

ど、通常の施設運営に係る物件費

等 

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

用地に係る経費 公の施設の用地に係る経費 

施設の建設（取

得）に係る経費 
公の施設の建設（取得）に要した経費 

システム導入に

係る経費 
システム導入に要した経費 

３ 使用料・手数料の原価算定の対象経費と算出 

(1) 対象経費 

公の施設の維持管理・運営や証明書の交付などの行政サービスに係る経費に

は、人件費、光熱水費、施設・設備の保守費や修繕費などの「ランニングコスト」

と、施設の建設やシステム導入などの「イニシャルコスト」（建設に市債を充て

ている場合は、後年度の市債の償還費を含む。）があります。 

【原価算定の対象経費】 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

公の施設の管理

運営に係る経費 

行政サービスの

提供に係る経費 

人件費 

受付、使用料の徴収、保守点検等

の事務など、通常の施設運営に係

る人件費 

物件費等 

光熱水費、施設・設備の保守点検

委託料、施設・設備の修繕費、消

耗品・備品購入費、通信運搬費な

ど、通常の施設運営に係る物件費

等 

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

用地取得に係る

経費 
公の施設の整備に係る用地取得に要した経費 

施設の建設（取

得）に係る経費 
公の施設の建設（取得）に要した経費 

システム導入に

係る経費 
システム導入に要した経費 



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

4 

（中略） 

(2) 算出 

（中略） 

ウ イニシャルコスト 

イニシャルコストの算出は、算出時点での公の施設の用地に係る経費の額及

び公の施設の建設（取得）に要した経費を施設の耐用年数で除した額（＝減価

償却費相当額）とします。 

また、システム導入に係る経費については、当該導入に要した経費を、シス

テムの運用予定年数で除した額とします。 

なお、原価の算定にあたっては、基本的にイニシャルコストを含めることと

しますが、当該公の施設の法的位置付けや性質、受益者の範囲などにより、当

該公の施設が「市民全体の財産であり、誰もが利用することができ、受益者と

なり得る」場合には、イニシャルコストを公費負担の対象とし、原価に含めな

いこととします。 

（中略） 

(2) 算出 

（中略） 

ウ イニシャルコスト 

イニシャルコストの算出は、公の施設の整備に係る用地取得や公の施設の建

設（取得）に要した経費を施設の耐用年数で除した額（＝減価償却費相当額）

とします。 

また、システム導入に係る経費については、当該導入に要した経費を、シス

テムの運用予定年数で除した額とします。 

なお、原価の算定にあたっては、基本的にイニシャルコストを含めることと

しますが、当該公の施設の法的位置付けや性質、受益者の範囲などにより、当

該公の施設が「市民全体の財産であり、誰もが利用することができ、受益者と

なり得る」場合には、イニシャルコストを公費負担の対象とし、原価に含めな

いこととします。 



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

5 

５ 具体的な使用料・手数料の設定 

（中略） 

(2) 別の基準がすでに設定されている使用料・手数料 

次のような場合には、それぞれ定められた基準にしたがって使用料・手数料を

設定することとします。 

ア 法令等により、公の施設や行政サービスの使用料・手数料の基準が定められ

ている場合 

イ 国や県、周辺自治体との協定等により、同種の公の施設や行政サービスの使

用料・手数料の算定方法や受益者負担の割合が定められている場合 

【例１】公営住宅、障害者（児）通所施設、高等学校などの使用料 

【例２】手数料等の標準に関する政令に規定されている手数料 

５ 具体的な使用料・手数料の設定 

（中略） 

(2) 別の基準がすでに設定されている使用料・手数料 

次のような場合には、それぞれ定められた基準にしたがって使用料・手数料を

設定することとします。 

ア 法令等により、公の施設や行政サービスの使用料・手数料の基準が定められ

ている場合 

イ 国や県、周辺自治体との協定等により、同種の公の施設や行政サービスの使

用料・手数料の算定方法や受益者負担の割合が定められている場合 

【例１】公営住宅、障害者（児）通所施設、認可保育所、高等学校などの使用料 

【例２】手数料等の標準に関する政令に規定されている手数料



「使用料・手数料の設定基準」新旧対照表 

新（修正後） 旧（パブリックコメント時） 

6 

10 継続した見直しの取組 

公の施設や行政サービスに係る原価は、コスト削減の取組や、利用者数の推移な

どの施設の運営状況、物価の変動、税制改正などの動向により変動していきます。 

使用料・手数料については、コストの縮減努力を前提としつつ、「受益と負担の

適正化」の観点から継続した見直しが必要です。 

したがって、原価算定については適宜行うこととし、使用料・手数料の改定を含

めた見直しについては、大幅な原価の変動による場合などを除き、おおむね４年ご

とに検討していくこととします。 

10 継続した見直しの取組 

公の施設や行政サービスに係る原価は、コスト削減の取組や、利用者数の推移な

どの施設の運営状況、物価の変動、税制改正などの動向により変動していきます。 

使用料・手数料については、「受益と負担の適正化」の観点から継続した見直し

が必要です。 

したがって、原価算定については毎年度の取組として行うこととし、使用料・手

数料の改定を含めた見直しについては、大幅な原価の変動による場合などを除き、

おおむね４年ごとに検討していくこととします。 


